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１．決算サマリー（連結）

①概況
連結業務粗利益は、2011/3期比30億円減の1,336

億円
当期純利益は、2011/3期比242億円減の773億円
与信関係費用は、償却債権取立益の計上等により

45億円の益
株式・ファンド関係損益は、株式等償却の影響に

より、全体で△13億円

②危機対応業務の影響
2012/3末の貸出金残高は、東日本大震災に関する

危機対応業務への取組等により2011/3末比6,139
億円増の13兆6,454億円

③配当について
現下の諸状況を勘案し、昨年度に引き続き、基本

配当(配当性向：25%程度)に特別配当(配当性向：
25%程度)を加える方向で調整。定時株主総会決議
及び財務大臣認可を経て実施

④財務健全性の確保
連結自己資本比率は、貸出金の増加等によるリス

クアセットの増加等により、2011/3末比1.91ポイ
ント低下となるも、引き続き高水準を堅持

2011/3期 2012/3期 増減
(単位：億円) （Ａ) （Ｂ) （B)-(A）

1 連結業務粗利益 1,367 1,336 △ 30

2 1,000 957 △ 42

3 1,000 957 △ 42

4 経常利益 950 992 41

5 当期純利益 1,015 773 △ 242

6 与信関係費用(△は費用) 151 45 △105

7 △29 △13 16

2011/3末 2012/3末 増減
(単位：億円) （A) （B) （B)-(A）

8 貸出金残高 130,314 136,454 6,139

9 総資産 148,452 155,798 7,346

（参考：速報値）

10 ＢＩＳ比率（自己資本比率） 20.50% 18.59% △1.91%

11 同Tier1比率 25.37% 23.09% △2.28%

株式・ファンド関係損益

連結業務純益（一般貸引繰入前）

連結業務純益（一般貸引繰入後）
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２．損益計算書（連結）
①連結業務粗利益

連結業務粗利益は、2011/3期比30億円減の1,336

億円

資金利益は、利幅縮小等により減少

役務取引等利益は、ほぼ横這い

その他業務利益は、債券償還益の計上等により増加

②株式関係損益・ファンド関連損益

株式関係損益は、株式等償却の影響もあり△52億円

ファンド関連損益は、ファンド関連利益の伸長等に

より2011/3期比32億円増の38億円の益を計上

③その他

厚生年金基金代行返上益の計上等により、特別損益

109億円を計上

法人税等は、過去の有税引当処理の無税化等による

効果が相対的に縮小し△319億円、その結果、税引

後・少数株主損益調整前当期純利益は2011/3期比

247億円減の782億円

④当期純利益

当期純利益は、2011/3期比242億円減の773億円

2011/3期 増減
（A) （B)-(A)

1 1,367 1,336 △ 30

2 1,266 1,218 △ 48

3 93 89 △ 4

4 6 29 22

5 △ 367 △ 378 △ 11

6 1,000 957 △ 42

7 － － －

8 1,000 957 △ 42

9 △ 49 34 84

10 △ 30 △ 62 △ 32

11 108 108

12 △ 40 △ 52 △ 11

13 18 △ 20 △ 38

14 2 61 58

15 うちファンド関連損益 6 38 32

16 950 992 41

17 93 109 16

18 182 △ 182

19 4 △ 4

20 △ 88 － 88

21 － 110 110

22 1,043 1,102 58

23 △ 13 △ 319 △ 306

24 1,030 782 △ 247

25 14 9 △ 5

26 1,015 773 △ 242

うち繰上償還手数料

不良債権関連処理損失

その他業務利益

営業経費

少数株主損益調整前当期純利益

2012/3期

株式関係損益

その他

経常利益

特別損益

償却債権取立益等

うち厚生年金基金代行返上益

少数株主利益

連結業務純益（一般貸引繰入前）

一般貸倒引当金繰入額（△は繰入）

連結業務純益（一般貸引繰入後）

その他臨時損益（△は費用）

(単位：億円) （B)

連結業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

うち投資損失引当金戻入益

税金等調整前当期純利益

法人税等

当期純利益

うち貸倒引当金戻入益・取立益等

持分法による投資損益
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３．貸借対照表（連結）

（参考）連結株主資本等変動計算書

①資産

総資産は、危機対応業務への取組等による貸出金残高

の増加等により、15兆5,798億円に増加

その他資産については、買現先勘定の増加に伴い、

4,241億円に増加

②負債

貸出金残高の増加等に伴い、債券・社債、借用金を

中心に増加

③純資産

2011/6の株主総会決議を経て配当実施(△500億円)

2011/12及び2012/3に増資を実施（計65億円）

当期純利益773億円等により純資産は2兆4,610億円

当期首残高 当期末残高
（単位：億円） 配当 当期純利益 その他

1 資本金 11,811 65 － － 65 11,877
2 資本剰余金 10,604 － － － － 10,604
3 利益剰余金 1,323 272 △ 500 773 － 1,596
4 株主資本 23,739 338 △ 500 773 65 24,078
5 304 164 － － 164 468
6 55 7 － － 7 63
7 純資産合計 24,099 510 △ 500 773 237 24,610

当期変動額

その他の包括利益累計額

少数株主持分
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４．クレジットコスト・投資損益（連結）

①与信関係費用

◆与信関係費用は、全体で45億円の益

◆貸倒引当金は、個別貸倒引当金の繰入

増加に伴い、全体で14億円の繰入（△）

◆コミットメントラインに対する偶発損

失引当金は戻入により7億円の益

◆貸出金償却は一部取引先の経営破綻の

影響もあり、△51 億円を計上

◆償却債権取立益他は104億円を計上

②株式･ファンド関係損益

◆株式・ファンド関係損益は、全体で

△13億円

◆株式等関係損益は、株式等償却の影響

や前期に計上した株式等売却益の剥落に

より、△52億円

◆ファンド関連損益は、ファンド関連利

益の伸長等により、38億円の益を計上

2011/3期 2012/3期 増減

（単位：億円） （Ａ） （Ｂ） （B)-(A）

1 151 45 △ 105

2 貸倒引当金繰入(△)・戻入 80 △ 14 △ 95

3 偶発損失引当金繰入(△)・戻入 21 7 △ 13

4 貸出金償却（△） △ 31 △ 51 △ 20

5 償却債権取立益他 80 104 24

6 株式･ファンド関係損益　　 △ 29 △ 13 16

7 株式等関係損益 △ 35 △ 52 △ 16

8 投資損失引当金繰入(△)・戻入 4 △ 1 △ 6

9 株式等償却（△） △ 151 △ 68 83

10 株式等売却損(△)益 111 18 △ 93

11 ファンド関連損益 6 38 32

12 ファンド関連利益 69 88 19

13 ファンド関連損失（△） △ 63 △ 50 13

14 持分法投資損益 18 △ 20 △ 38

与信関係費用（△は費用)
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５．不良債権及びその保全状況

昨今の経済情勢等を受
け、リスク管理債権残
高、同不良債権比率と
もに、2011/3末比で
増加

第３セクター向け債権
については、リスク管
理債権及び同不良債権
比率ともに、2011/3
末比で減少

金融再生法開示債権に
対する保全率は、開示
債権合計で96.9%と引き
続き高水準を堅持

①金融再生法開示債権の状況（部分直接償却実施後）
2011/3末 2011/9末 2012/3末

(単位：億円) （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 　(C)-(A) 　(C)-(B)

10 95 57 109 14 52

11 1,065 1,078 1,367 301 289

12 495 567 528 33 △ 40

13 1,655 1,703 2,004 349 301

（Ａ） (B) （Ｃ）

14 100.0 100.0 100.0 － －

15 91.7 86.6 88.4 △3.3 1.8

16 97.5 95.5 96.9 △0.6 1.4

17 10.0 12.1 6.7 △3.3 △5.4

18 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1

開示債権合計

③その他債権に対する引当率　　　 　　　　(単位：％) 

正常先債権

要管理債権以外の要注意先債権

開示債権合計

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
並びに危険債権

②保全率　　　　　　　　　　　　       　　　　　 (単位：％)　　　

要管理債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

○金融再生法開示債権の保全状況＜単体＞

危険債権

要管理債権

増減

○リスク管理債権の状況＜連結＞ 2011/3末 2011/9末 2012/3末

(単位：億円) (A) (B) (C) (C)-(A) (C)-(B)

1 破綻先債権 68 54 106 38 52

2 延滞債権 1,110 1,075 1,364 254 289

3 ３ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権 494 567 527 33 △ 39

4 1,672 1,697 1,999 326 302

5 130,314 131,633 136,454 6,139 4,821

6 1.28% 1.29% 1.47% 0.18% 0.18%

7 リスク管理債権 ③ 464 447 379 △ 84 △ 67

8 貸出金残高 ④ 7,432 6,882 6,117 △ 1,314 △ 764

9 ③／④ 6.25% 6.50% 6.21% △0.04% △0.30%

第

３

セ

ク

タ

ー

向

け

貸出金残高 ②

①／②

増減

リスク管理債権 ①
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６．業務別損益概況（単体）

①融資業務

融資業務については、マーケットの影響もあり利

幅が縮小したことなどから、融資損益が2011/3期

比で75億円減少したことを主因として、全体では

同比27億円減少

②投資業務

投資業務については、2011/3期に計上した株式等

売却益の剥落もあり、全体でも同比35億円の減少

③その他

役務取引等収支は、保証料収入の減少等により、

2011/3期比減少

その他業務収支は、保有する時価変動資産の影響

等により、2011/3期比減少

2011/3期 2012/3期 増減

（単位：億円） （A) （B) （B)-(A)

1 融資業務 1,318 1,291 △ 27

2 融資損益 1,289 1,213 △ 75

3 償却・引当（ネット） 29 77 47

4 投資業務 2 △ 33 △ 35

5 投資損益 162 77 △ 84

6 償却・引当（ネット） △ 160 △ 111 49

7 役務取引等収支 94 73 △ 20

8 その他業務収支 49 △ 25 △ 75

9 営業経費 △ 353 △ 365 △ 12

10 その他損益(臨時損益等) △ 101 125 227

11 1,010 1,065 55

12 △ 9 △ 318 △ 308

13 1,000 747 △ 253
(注）業務分野の区分表記につきましては、経営管理上のものであります。

税引前当期純利益

法人税等

当期純利益
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７．危機対応業務にかかる実績等について

2008年10月１日：指定金融機関として危機対応業務を開始

2008年12月11日：金融危機対応融資業務を開始（当該業務実施期間は2011年３月末日まで）

2009年９月24日：総額1,032億32百万円の増資（株主割当）

2010年３月23日：総額779億62百万円の増資（株主割当）

2011年３月12日：東日本大震災による被害に係るものを危機対応業務の対象に追加

2011年12月７日：総額61億70百万円の増資（交付国債の償還）

2011年12月12日：円高危機対応業務の拡充（利子補給措置等）

2012年 ３月23日：総額４億24百万円の増資（株主割当）

2012年５月18日：交付国債の償還請求を実施（当該償還請求により総額105億28百万円の増資がなされる見込み）

＜損害担保契約付融資について＞

 危機対応業務に係る株式会社日本航空宛の損害担保契約付融資額670億円のうち

470億円（当社の更生手続終結により、2011年４月に確定した額）については、

最終的には、同契約に基づき、日本公庫より補てんされております。

 エルピーダメモリ株式会社は、2012年３月23日付で更生手続開始の決定がなされて

おります。当社に対する債権等の一部(*)については、日本公庫との間で損害担保

取引に係る契約を締結しており、今後、取立不能又は出資金の毀損が発生した場合

には、当行は日本公庫に対し補償金の支払い請求を行うことになります。

(*) 出資額284億円（補てん率８割）、危機対応融資額100億円（同５割）

なお、記載金額に利息、損害金等は含まれておりません。

危機対応業務への取組状況(累計実績）【単体】
（単位：億円、件）

金額 件数 件数 金額 件数

1 融資額(*1) 33,385       944    42,970       1,090  9,584        146    

2
損害担保契約付

融資額(*2) 2,363         39      2,383        46      19            7       

(*1) 日本公庫よりツーステップローンによる信用の供与を受けた金額実績及び件数となっております。
(*2) 日本公庫より損害担保による信用の供与を受けたもの（申込予定のものを含む）です。
(*3) うち東日本大震災に関する事案を対象とするものは以下の通りです。
　　　　　融資額9,462億円（135件）、損害担保契約付融資額19億円（７件）

増減(B)-(A)

金額

2011/３末(A) 2012/３末(B)
(*3)



８．危機対応業務に伴うこれまでの根拠法改正等について

新ＤＢＪ法一部改正等により
当行の株式は、平成27年4
月からおおむね5～7年後を
目途として処分されるもの
とされました。

なお、政府が常時株式の
1/3超を保有する等当行に
対し国が一定の関与を行う
との観点から、平成26年度
末を目途として、当行の組織
の在り方等を見直し、必要な
措置を講ずるものとされてい
ます。

上記の措置が講ぜられる
までの間、政府はその保有
する当行の株式を処分しな
いとされています。
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